
資料２５

集中改革プラン（実施計画）項目一覧表

1 目標収納率の設定
26-1

2 滞納処分の強化や民事手続の実施
26-2

3 振替制度の利用促進
23-1

1 保育料の改定 1 国基準の９０％に改定
26-3

2 公共施設使用料の改定 1 施設使用料の有料化及び減免規定の見直し
26-4

3 財源の確保 1 企業誘致の促進と未利
用地の処分

1 企業誘致の促進と未利用地の処分
26-5

4 各種補助金
の見直し

1 補助金の見直し 1 交付基準に基づく各種補助金の見直し
26-6

1 職員定数の見直し 1 適正な組織体制・人事配置の合理化

2 特別職等の給与・報酬
等の見直し

1 特別職等の給与・報酬等の見直し

6 公共事業等
の見直し

1 公共事業の見直し 1 公共事業（町単独土木事業費）の抑制

1 扶助費及び報償費の見
直し

1 敬老祝金の支給対象者の見直し
23-2

2 投資的経費の削減 1 投資的経費の削減

1 職員提案制度の導入
26-7

2 決裁規程の見直し
23-3

3 事務処理の一元化
23-4

4 電算システムの活用促進
26-8

9 行政評価の
定着

1 行政評価の導入 1 行政評価の導入

10 行政サービ
スの向上

1 住民ニーズの把握 1 住民ニーズの把握

11 情報の公開
と共有

1 行政情報の公表公開 1 行政情報の公表公開

12 住民参画の
推進

1 住民参画の推進 1 住民参画の推進

13 住民と行政
との協働

1 住民団体の育成・支援 1 住民団体の育成・支援

2

協働4

行政運営3透明性の
高い効率
的・効果
的な行政
運営と協
働による
住民自治
の推進

事務事業の
見直し

8

経常経費、
投資的経費
の見直し

収納率の向
上

公平、公正
な受益者負
担

人件費の見
直し

5

大分類
（基本方針）

中分類 小分類
（基本目標）

細分類

1 1 1

2

歳入行政経営
の視点に
よる危機
を克服で
きる安定
した財政
基盤の確
立

歳出2

7

資料
番号

1 税及び使用料・手数料
等の収納率の向上

1 事務処理方法の改善
（効率的な行政運営）

具体的改革項目
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大分類
（基本方針）

中分類 小分類
（基本目標）

細分類
資料
番号

具体的改革項目

1 住民にわかりやすい案内図やサインの設置

2 申請手続きの改善

3 時間外窓口の設置
26-9

2 組織・機構の改革 1 課室局の統廃合

3 組織の運営方法の見直
し

1 グループ制の導入

4 滞納整理する専門組織
の設置

1 特別収納対策課の設置
26-10

1 業務量に応じた適正配分

2 収入役事務の兼掌
26-11

2 女性職員の積極的登用 1 女性職員の管理職登用
26-12

1 異動希望自己申告制度の導入
23-5

2 昇格資格試験制度の導入
26-13

16 附属機関の
見直し

1 附属機関の見直し 1 附属機関の見直し
26-14

17 人材育成の
推進

1 人材育成基本方針の策
定

1 人材育成基本方針の策定
23-6

18 人事交流等
の推進

1 広域的な人事交流・派
遣

1 広域的な人事交流・派遣の検討
23-7

19 施設の改善 1 施設の改修 1 施設改修計画の策定
23-8

20 施設管理の
改善

1 施設管理の改善 1 利用申請等の改善
26-15

1 総合福祉センタ－
26-16

2 文化体育総合施設
26-17

3 大谷自然公園
23-9

4 鞍手町葬祭場
23-10

5 鞍手町衛生センタ－
23-11

1 剣第二・西川第二保育所の民営化の検討

2 学校給食の民間委託
23-12

3 直営（業務委託の見直
し）

1 学校用務員委託の廃止
23-13

1 施設の統合 1 室木小学校と西川小学校の統合についての検
討

2 施設の廃止 1 鞍手分校の存続・統合・廃校に向けての検討

民間委託等
の推進

運営

統合、廃止
及び用途の
見直し

2

4 7 管理

21

14

15

柔軟な組織
の編成

職員配置の
適正化

民間活用

人事管理制度の導入

指定管理者制度の導入

民間委託
等を活用
した公共
施設の効
率的・効
果的な管
理・運営
の推進

22

6 職員

8

3

1

組織機構53 地方分権
時代に柔
軟に対応
できる組
織編成と
人材育成
の推進

1 定員管理の適正化

1 住民の窓口サービス向
上の推進
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